
都市の健全な発展と秩序ある整備を図るため、土地利用に関する計画を定め、全体として調和のとれた都市を形成する
こと。

引き続き関連法令に基づき適正な処理を行うとともに、集約連携都市の実現に向けた立地適正化計画の策定
を行う。

今後の
方向性

良好な住環境を形成する市街地整備
安全安心都市

施
策
の
大
綱

都市づくり部都市創生課

事業： 都市計画推進事業 0285

10

整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

02第4章

目

的

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

A

市街地整備、良好な住環境形成の基礎となる、都市づくりの指針を示すこ
とができたため。A

関連法令に基づき適正な処理を行ったことに加え、都市計画マスタープラ
ンを改定し、時代潮流の変化に対応した、新しい都市づくりの指針を示し
たため。

A
A

A

目

標

生産緑地などの都市計画を決定します。
国土法・公拡法に関する届出受理及び適正な審査をします。
都市計画法や関連法の規制内容の適正な周知等を行います。

事業費（決算額）・財源

所管課

事業費（決算額）

総コスト

財
源
内
訳

平成27年度 平成26年度 増　減

平成27年度 平成26年度 増　減

職員数

再任用職員数

一般財源

66,847

4,280

1.60

0.00

4,278

0

0

2

一人あたり

世帯あたり 1,414

613

参
考

(円)

(円)

(人)

(人)

コスト情報・従事職員数

3,486

3,484

0

0

2

65,349

1.45

0.00

1,381

592

794

794

0

0

0

1,498

0.15

0.00

33

21

国府支出金

地方債

その他特定財源

事業の概要

評価

平成26年度

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

平成27年度

評
価
理
由

評
価
理
由

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

A

A

A
A

A

人件費

公債費

内
訳

12,405

50,162

事業費（決算額） 4,280

11,139

50,724

3,486

1,266

-562

794 (千円)

 (千円)

 (千円)
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